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紛争処理申請書  記載留意事項 



①申請書を実際に提出する年月日を記載します。 

②・原則として、請負契約の名義人が申請人となります。 

 ・申請人が個人の場合は、個人名を記載し、押印します。 

 ・申請人が法人の場合は、法人名及び代表者の役職及び氏名を記載し、押印します。 

  （契約名義人が営業所長等であっても、申請人は原則として法人及びその代表者とな 

ります。） 

 ・FAX番号がある場合は FAX番号も記載してください。 

 ・代理人が申請する場合は、上段に申請者の情報を記載し、下段に「上記代理人」と明 

記し、続いて代理人情報を記載し、押印します。 

③あつせん・調停・仲裁から申請の種類を選び、不要なものを二重線で削除します。 

④・契約書に記載の事項を転記します。 

・注文者には、当該請負契約の発注者（元下関係の場合は元請）の情報を記載します。 

 ・請負人には、当該請負契約の請負人（元下関係の場合は下請）の情報を記載します。 

⑤代理人がいる場合は、代理人の情報を記載します。 

⑥管轄審査会を確認する必要がありますので、申請人、被申請人の別を問わず、許可を受 

けている場合は必ず記載してください。 

⑦・訴状の「請求の趣旨」に相当する部分です。何を請求するかの結論を書く部分ですの 

で、その内容を極力簡潔に、説明抜きで数行程度にまとめて記載します。 

 ・請求する金額が税込金額の場合は、税抜金額にせず、当該税込金額をそのまま記載し 

ます。 

⑧・訴状の「請求の原因」に相当する部分です。請求の内容を具体的に説明する部分です 

ので、争点ごとに申請人の主張及び従来からの交渉の経過について必要な範囲で記載 

します。 

 ・被申請人のみならず、第三者である審査会の委員が十分理解できるように、分かり易 

く、できる限り証拠を示して記載してください。 

⑨工事請負契約書、建築確認通知書等に記載の事項を転記します。 

⑩・山口県建設工事紛争審査会における申請手数料の考え方は中央建設工事紛争審査会と 

同様です。 

 ・申請手数料の額は、『中央建設工事紛争審査会における建設工事紛争処理手続きの手引 

き』の算出表を参考に計算してください。 

⑪申請書の差し替えを求める可能性があるため、山口県収入証紙は貼らずに同封して納付 

してください。 

⑫・工事請負契約書（写し）がある場合は提出してください。 

 ・当事者が法人の場合は登記事項証明書を提出してください（双方が法人の場合はどち 

らも必要）。 

 ・紛争処理権限を代理人に委任する場合は委任状を提出してください。 


